
 
 

 
1 

 

平成２１年１２月２１日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号 抵当権設定登記抹消等請求事件（甲事件） 

平成●●年（○○）第●●号 債務不存在確認請求事件（乙事件） 

口頭弁論終結日 平成２１年１０月５日 

 

判     決 

甲事件原告        Ｘ１ 

乙事件原告        株式会社Ｘ２ 

甲事件被告・乙事件被告   国 

 

主     文 

１ 甲事件原告及び乙事件原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は、甲事件原告に生じた費用と甲事件被告・乙事件被告に生じ

た費用の２分の１との合計を甲事件原告の負担とし、乙事件原告に生じた費

用と甲事件被告・乙事件被告に生じた費用の２分の１との合計を乙事件原告

の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 甲事件 

甲事件被告（乙事件被告、以下「被告」という。）は、別紙物件目録記載の

各土地について、平成１３年１０月１９日福島地方法務局相馬支局受付第●●

号抵当権設定登記の抹消登記手続をせよ。 

２ 乙事件 

乙事件原告（以下「原告会社」という。）が東京国税局長に差し入れた平成

１３年１０月１２日付け納税保証書に基づく株式会社Ａの換価の猶予に係る滞
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納税金を主債務とする原告会社の納税保証債務が存在しないことを確認する。 

第２ 事案の概要 

１ 甲事件は、別紙物件目録記載の各土地（以下「本件各土地」という。）を所

有する甲事件原告（以下「原告Ｘ１」という。）が、株式会社Ａ（以下「Ａ」

という。）の納税債務を被担保債権とし、財務省を抵当権者とする本件各土地

の抵当権設定登記について、原告Ｘ１による本件各土地の担保提供は不存在な

いし無効である旨主張して、被告に対し、所有権に基づき、同抵当権設定登記

の抹消登記手続を求める事案であり、乙事件は、原告会社が、Ａの上記納税債

務を主債務とする原告会社の保証債務が存在しないことの確認を求める事案で

ある。 

２ 前提事実（当事者間に争いがないか、証拠等により容易に認められる事実） 

（１） 原告Ｘ１は、平成１３年１０月当時、Ａ及び原告会社（当時の商号は株式

会社Ｂ）の代表取締役であった者である。 

原告Ｘ１は、平成１２年１月１１日に本件各土地の所有権を代物弁済を原

因として取得して以降、本件各土地を所有している｡ 

（２） Ａは、平成１３年１０月当時、平成１１年度から平成１３年度源泉所得税、

平成９年度から平成１３年度法人税、平成８年度から平成９年度消費税並び

に平成９年度から平成１３年度消費税及び地方消費税（いずれも延滞税を含

む｡）を滞納していた（以下「本件滞納国税」という。）。 

（３） 本件各土地には、いずれも債権者を財務省（取扱庁東京国税局）、債務者

をＡ、債権額を１億１１８３万１円とする別紙登記目録記載の抵当権設定登

記（以下「本件抵当権設定登記」という。）がされている｡ 

（４） 平成１３年１０月１２日、Ａの本件滞納国税について以下の書類が作成さ

れた。 

ア Ａが本件各土地を本件滞納国税の担保として提供し、本件各土地の所有者

である原告Ｘ１がその担保提供に同意する旨記載されたＡ及び原告Ｘ１作成
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名義の平成１３年１０月１２日付け担保提供書（乙２、以下「本件担保提供

書１」という。） 

イ 原告Ｘ１が本件各土地にＡの本件滞納国税を被担保債権とする抵当権を設

定することを承諾する旨記載された原告Ｘ１作成名義の平成１３年１O月１

２日付け抵当権設定登記承諾書（乙３、以下「本件承諾書」という。） 

ウ Ａが本件滞納国税の人的担保として原告Ｘ１を提供し、原告Ｘ１は保証人

となることを承諾する旨記載されたＡ及び原告Ｘ１作成名義の平成１３年１

０月１２日付け担保提供書（乙５、以下「本件担保提供書２」という。） 

エ 原告Ｘ１がＡの本件滞納国税を保証する旨記載された原告Ｘ１作成名義の

平成１３年１０月１２日付け納税保証書（乙６、以下「本件納税保証書１」

という。） 

オ Ａが本件滞納国税の人的担保として原告会社を提供し、原告会社は保証 

人となることを承諾する旨記載されたＡ及び原告会社作成名義の平成１３年

１０月１２日付け担保提供書（乙８、以下「本件担保提供書３」という。） 

カ 原告会社がＡの本件滞納国税を保証する旨記載された原告会社作成名義の

平成１３年１０月１２日付け納税保証書（乙９、以下「本件納税保証書２」

という。） 

（５） 東京国税局長は、平成１３年１０月１２日、本件滞納国税に関し、本件各

土地を担保とし、原告会社を納税保証人とし、猶予期間を同日から平成１４

年３月３１日までの６か月間として、滞納処分による財産の換価を猶予する

ことを決定し（国税徴収法１５１条、１５２条、国税通則法４６条５項）、

被告は、平成１３年１０月１９日、本件各土地について本件抵当権設定登記

を経由した。 

３ 争点及びこれに関する当事者の主張 

本件の主たる争点は、①原告Ｘ１は本件滞納国税の担保として本件各土地に抵

当権を設定することを承諾したか否か、②原告会社は本件滞納国税について保証



 
 

 
4 

 

したか否かであり、各争点に関する当事者の主張は、以下のとおりである。 

（１） 争点１ （原告Ｘ１は本件滞納国税の担保として本件各土地に抵当権を設定

することを承諾したか否か） 

（被告の主張） 

ア 原告Ｘ１及びＡと原告会社の取締役であったＣ（以下「Ｃ」という。）

は、平成１３年１０月１２日、東京国税局に出頭し、東京国税局徴収職員

と面接したが、その際、原告Ｘ１は、Ａ及び原告会社の各代表取締役並び

に原告Ｘ１本人として、同徴収職員に対し、それぞれ、本件各土地に係る

抵当権設定について本件担保提供書１、本件承諾書及び原告Ｘ１の平成１

３年９月４日付け印鑑登録証明書を、また、原告Ｘ１に係る人的保証につ

いて本件担保提供書２、本件納税保証書１及び原告Ｘ１の平成１３年９月

４日付け印鑑登録証明書２通を、さらに原告会社に係る人的保証について

本件担保提供書３、本件納税保証書２、原告会社代表取締役の平成１３年

８月１日付け印鑑証明書及び原告会社が本件滞納国税を納税保証すること

について承諾する旨が記載された平成１３年１０月５日付け原告会社取締

役会議事録を提出した。 

イ 本件担保提供書１の所有者欄の署名の筆跡及び本件承諾書の署名の筆跡

は、いずれも、原告Ｘ１の筆跡であると自認する納税誓約書（乙１）と同

一であると認められ、また、本件担保提供書１の所有者欄の押印の印影及

び本件承諾書の押印の印影は、いずれも原告Ｘ１の印鑑登録証明書の印影

と同一であると認められる。 

そうすると、本件担保提供書１及び本件承諾書は、いずれも、真正に成

立したものと推定される｡ 

このように、原告Ｘ１から東京国税局長に対し、本件各土地を本件滞納

国税の換価の猶予を行う際の担保として提供して抵当権設定の登記をする

ことについての承諾がされ、これを受けて、東京国税局長が換価の猶予を
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決定し、その結果、本件各土地について本件抵当権設定登記がされた。 

（原告Ｘ１の主張） 

ア 原告Ｘ１は、平成１３年１０月１２日、ＣとＡの社員であるＤ（以下「Ｄ」

という。）とともに東京国税局に出頭した。 

原告Ｘ１らが東京国税局の待合室で待機していると、同月４日に原告Ｘ

１の自宅を訪れた担当官が現れ、同担当官は原告Ｘ１を残してＣとＤを別

室に呼び入れた。 

程なく、Ｃが別室から出てきて、原告Ｘ１に対し、本件担保提供書１及

び本件承諾書を示し、原告Ｘ１の住所、氏名等を記載するよう求めた上、

「ちょっと印鑑を貸してください。」と原告Ｘ１に申し向けて原告Ｘ１か

ら同人の実印を預かり別室に戻っていった。 

原告Ｘ１は、改めて呼出しがあるものと考え、その場で待機していたが、

２、３分後にＣとＤが別室から出てきて、原告Ｘ１に対し、「終了です。」

と告げて実印を返却し、原告Ｘ１は、これで終わりならばと考えてそのま

ま帰路についた。 

イ 原告Ｘ１は、平成１３年１０月４日、Ａの代表取締役として、東京国税

局担当官の求めるところに従って納税誓約書（乙１）を差し入れたが、そ

の際、原告Ｘ１は、東京国税局担当官と、本件各土地に抵当権を設定する

には、原告Ｘ１自身が東京国税局担当官の面前で、作成文書の内容を正確

に認識した上で署名押印することを合意していた。 

ところが、平成１３年１O月１２日に本件担保提供書１及び本件承諾書が

作成された際、原告Ｘ１は東京国税局職員と面接していないし、同職員の

面前で書類作成を行ってもいない。また、原告Ｘ１は、本件担保提供書１

及び本件承諾書に別紙の物件目録が添付されていない状態で、Ｃから住所、

氏名等の記入を求められた。 

したがって、上記担保提供手続には重大な瑕疵があり、原告Ｘ１による
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本件各土地の担保提供は存在しないか又は無効である。 

（２） 争点２ （原告会社は本件滞納国税について保証したか否か） 

（被告の主張） 

Ａが本件滞納国税の担保として原告会社を保証人とする旨及び原告会社が

同保証を承諾する旨が記載された原告会社作成に係る本件担保提供書３及び

原告会社が本件滞納国税を納税保証する旨が記載された原告会社作成に係る

本件納税保証書２の各印影は、いずれも原告会社の平成１３年８月３１日付

け印鑑証明書の印影と同一であるから、これらの書類はいずれも真正に成立

したものと推定される。 

なお、本件担保提供書３及び本件納税保証書２は、原告会社の代表取締役

であった原告Ｘ１が、平成１３年１０月１２日、Ｃとともに東京国税局に出

頭して東京国税局徴収職員と面接した際に作成したものであり、本件担保提

供書３の「担保提供者（納税者）」欄及び「担保物件の所有者」欄並びに本

件納税保証書２の「保証人」欄の原告会社の住所、会社名等の各記入は、原

告Ｘ１の指示の下にＣが行っており、かつ、原告Ｘ１は、自ら押印（契印も

含む。）を行い、その内容につき確認を行った上で、これらを東京国税局徴

収職員に対して提出している。 

このように、原告会社は、本件滞納国税の換価の猶予を行う際の担保とし

て自らの人的保証を提供することについての承諾をし、これを受けて、東京

国税局長は換価の猶予を決定したのであるから、原告会社に係る納税保証は

有効である。 

（原告会社の主張） 

本件担保提供書３及び本件納税保証書２に記載された原告会社の住所、会

社名、代表取締役の文字は原告Ｘ１の筆跡ではなく、それらの書類は原告Ｘ

１によって作成されたものではない。 

また、本件担保提供書２には、「担保物件」は原告会社であり、この「担
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保物件」の提供を承諾した原告会社は「担保物件の所有者」と表記されてお

り、本件担保提供書２は意味不明の文書である。 

原告会社が納税保証を承諾する旨の平成１３年１０月５日付け取締役会議

事録は、何者かによって偽造された内容虚偽の文書である。原告Ｘ１はこの

取締役会に出席していないし、他の取締役も出席していない。 

４ 証拠関係 

原告らの文書提出命令の申立ては、証拠調べの必要性がないので、いずれも

却下することとする。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 前記前提事実に証拠（甲１ないし６（枝番を含む）、乙１ないし１３（枝番

を含む）、乙１５ないし２１、証人Ｃ（ただし、後記措信しない部分を除く）、

同Ｅ、同Ｆ、原告Ｘ１本人（ただし、後記措信しない部分を除く））及び弁論

の全趣旨を総合すれば、以下の事実が認められる｡  

（１） 東京国税局長は、Ａの本件滞納国税が平成１３年１０月に８０００万円

を超えたため、同月４日に多数の職員を動員してＡに対し滞納整理を実施

することとした。 

平成１３年１０月４日、東京国税局のＧ主査（以下「Ｇ主査」という。）、

Ｈ国税徴収官（以下「Ｈ徴収官」という。）、Ｉ国税徴収官及びＦ国税徴

収官（以下「Ｆ徴収官」という。）は、東京都所在のＡの本社事務所へ行

きＡの調査を行い、Ｊ国税徴収官（以下「Ｊ徴収官」という。）及びＥ国

税徴収官（以下「Ｅ徴収官」という。）は、Ａの関連会社である福岡県所

在の原告会社の本社事務所へ行き原告会社の調査を行った。 

Ｊ徴収官及びＥ徴収官は、原告会社の本社事務所において、原告Ｘ１並

びにＡ及び原告会社の取締役であったＣから、Ａやその関連会社の状況、

本件滞納国税の納付計画等について聴取し、換価の猶予（国税徴収法１５

１条）を行うには担保の提供が必要であること、担保の種類は一般的には
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不動産や保証人による納税保証であること、担保提供については後日、東

京国税局に来局して手続を行う必要があること等を説明した｡ 

そうすると、原告Ｘ１が、同人所有の福島県所在の土地を担保として提

供し、原告Ｘ１及び原告会社を納税保証人とする旨や、平成１３年１０月

１２日に東京国税局に赴き担保提供の手続を行う旨申し出たため、Ｊ徴収

官及びＥ徴収官は、原告Ｘ１に対し、それらの内容を納税誓約書として作

成して提出するよう依頼した。 

そのため、原告Ｘ１は、原告会社の事務員にパソコンで納税誓約書を作

成するよう指示した｡そして、原告Ｘ１は、平成１３年１０月から滞納税金

の分納額を増額して平成１４年９月末までに全額納税することを誓約する

旨、原告Ｘ１所有の福島県所在の土地を担保として提供する旨、原告Ｘ１

及び原告会社はＡの納税について納税保証書を提出する旨及び平成１３年

１０月１２日に東京国税局において具体的手続を行う旨が記載された納税

誓約書（乙１、以下「本件誓約書」という。）に、Ａの所在地、名称及び

代表取締役である原告Ｘ１の氏名を記載し、押印については、Ａの代表取

締役印が原告会社の事務所になかったため、原告Ｘ１個人の印鑑を押印し

た上、本件誓約書をＥ徴収官らに提出した（この点につき、原告Ｘ１は、

本件誓約書は東京国税局担当官が用意したものであり、原告Ｘ１が本件誓

約書に署名押印した際、書面上部に「納税誓約書」と表題が記載されてい

るだけで、その下の部分は空白になっており、平成１４年９月末までに滞

納税金を分割して全部納付するなどの本文部分は東京国税局担当官が後に

補充したものであるとか、同書面には別紙滞納税金目録が添付されていな

かったなどと主張し、原告Ｘ１作成の陳述書及び原告Ｘ１本人尋問の結果

中にはこれに沿う記述部分ないし供述部分があるが、本件誓約書が、「納

税誓約書」という表題のみが記載されその余の相当部分が余白になってい

るとすると極めて不自然な体裁の書面であること、東京国税局徴収官が本
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件誓約書に本文部分が何ら記載されていない状態で原告Ｘ１に署名押印さ

せ、その後に本文部分を補充しなければならない理由は見当たらないこと、

本件誓約書は、２枚綴りの別紙滞納税金目録が添付された３枚綴りのもの

であるが、その１枚目の「納税誓約書」という表題が記載された書面に押

印された原告Ｘ１個人の印影と同じ印影による契印が表題部を含め３箇所

にされていることからすれば、原告Ｘ１が、本文部分が空白になっており

別紙滞納税金目録も添付されていない納税誓約書に署名押印し、そのよう

な本文部分の記載が欠落し何を誓約したのか内容が不分明である納税誓約

書をＥ徴収官らに提出し、同徴収官らも原告Ｘ１に対し本文部分の記載を

指示することなく内容が不分明のままの納税誓約書を受け取ったとは考え

難く、原告Ｘ１作成の陳述書及び原告Ｘ１本人尋問の結果中の上記記述部

分ないし供述部分は措信することができない。）。 

（２）ア 原告Ｘ１及びＣは、平成１３年１０月１２日、東京国税局に赴いたが、

その際の担当者は、Ｇ主査、Ｈ徴収官及びＦ徴収官であり、本件担保提供

書１、本件承諾書、本件担保提供書２、本件納税保証書１、本件担保提供

書３及び本件納税保証書２の作成が行われた。 

イ 原告Ｘ１は、本件担保提供書１の提供者欄にＡの名称及び所在地並びに

代表取締役である原告Ｘ１の氏名を記載し、その所有者欄に原告Ｘ１の氏

名及び住所を記載した。 

本件担保提供書１の提供者欄にはＡの実印が押印され、所有者欄には原

告Ｘ１の実印が押印され、Ａの実印及び原告Ｘ１の実印による契印もされ

た。 

ウ 原告Ｘ１は、本件承諾書の設定者欄に原告Ｘ１の氏名及び住所を記載し

た。 

本件承諾書の設定者欄には原告Ｘ１の実印が押印され、契印もされた｡ 

エ 本件担保提供書２については、Ｃが、その担保提供者欄にＡの名称及び
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所在地並びに代表取締役である原告Ｘ１の氏名を記載し、その担保物件の

所有者欄に原告Ｘ１の氏名及び住所を記載した。 

本件担保提供書２の担保提供者欄にはＡの実印が押印され、担保物件の

所有者欄には原告Ｘ１の実印が押印され、Ａの実印及び原告Ｘ１の実印に

よる契印もされた｡ 

オ 本件納税保証書１については、Ｃが、その保証人欄に原告Ｘ１の氏名及

び住所を記載した。その保証人欄には原告Ｘ１の実印が押印された｡ 

カ 本件担保提供書３については、Ｃが、その担保提供者欄にＡの名称及び

所在地並びに代表取締役である原告Ｘ１の氏名を記載し、その担保物件の

所有者欄に原告会社の名称及び所在地並びに代表取締役である原告Ｘ１の

氏名を記載した。 

本件担保提供書３の担保提供者欄にはＡの実印が押印され、その担保物

件の所有者欄に原告会社の実印が押印され、Ａの実印及び原告会社の実印

により契印もされた。 

キ 本件納税保証書２については、Ｃが、その保証人欄に原告会社の名称及

び所在地並びに代表取締役である原告Ｘ１の氏名を記載した。その保証人

欄には原告会社の実印が押印され、契印もされた。 

ク このとき、原告Ｘ１及びＣは、Ｇ主査らに対し、原告Ｘ１の平成１３年

９月４日付け印鑑登録証明書２通、原告会社の同年８月３１日付け印鑑証

明書及び同年１０月５日に開催された原告会社の取締役会においてＡの本

件滞納国税を原告会社が納税保証すると決議された旨が記載された取締役

会議事録を提出した。 

２ 争点１（原告Ｘ１は本件滞納国税の担保として本件各土地に抵当権を設定する

ことを承諾したか否か）について 

（１） 前記前提事実（４）ア、イのとおり、本件担保提供書１には、Ａが本件

各土地を本件滞納国税の担保として提供し、本件各土地の所有者である原
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告Ｘ１がその担保提供に同意する旨記載され、本件承諾書には、原告Ｘ１

が本件各土地にＡの本件滞納国税を被担保債権とする抵当権を設定するこ

とを承諾する旨記載されているところ、本件担保提供書１の所有者欄の原

告Ｘ１の署名及び本件承諾書の設定者欄の原告Ｘ１の署名はいずれも原告

Ｘ１が自ら署名したものであることは当事者間に争いがなく、また、前記

認定事実（２）イ、ウのとおり、本件担保提供書１の所有者欄の原告Ｘ１

の印影及び本件承諾書の設定者欄の原告Ｘ１の印影は原告Ｘ１の実印によ

り顕出されたものであることからすれば、本件担保提供書１及び本件承諾

書は、いずれも真正に成立したものと推定される。 

（２） これに対し、原告Ｘ１は、東京国税局担当官との間で、原告Ｘ１が本件

各土地に抵当権を設定するには原告Ｘ１自身が東京国税局担当官の面前で

作成文書の内容を正確に認識した上で署名押印する旨合意していたところ、

東京国税局担当官は、本件担保提供書１及び本件承諾書が作成された際、

原告Ｘ１と面接せず、原告Ｘ１の面前でそれらの書類を作成しなかったし、

また、それらの書類には別紙の物件目録が添付されていない状態であった

から、本件各土地の担保提供は存在しないか無効である旨主張し、原告Ｘ

１作成の陳述書及び原告Ｘ１本人尋問の結果中にはこれに沿う記述部分な

いし供述部分がある。 

しかしながら、東京国税局徴収職員が原告Ｘ１が東京国税局に出頭して

いることを認識していながら原告Ｘ１と直接面接しないとか、原告Ｘ１が

自ら東京国税局に出頭していたにもかかわらず自身の実印をＣに貸すとい

うこと自体不自然であるし、東京国税局徴収職員があえて原告Ｘ１と直接

面接しない理由も見当たらない。 

また、証人Ｃは、Ａに本件滞納国税が発生していて本件滞納国税の支払

を分割払いにしてもらうこと等を原告Ｘ１に伝えると分割払いの話がまと

まらなくなるため、平成１３年１０月１２日に東京国税局徴収職員と面接
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した際も原告Ｘ１を同職員と直接面接させなかった旨供述する一方、原告

Ｘ１は本件各土地を担保提供することを目的として東京国税局に出頭して

いたとも供述しており、そうすると、原告Ｘ１は、本件各土地を担保提供

する際の被担保債権としてＡの本件滞納国税が発生していることを当然認

識していたものと認められ、証人Ｃにおいて、Ａに本件滞納国税が発生し

ていてＡの本件滞納国税を分割払いにしてもらうこと等を原告Ｘ１に伝え

ることができない理由は見当たらないというべきである。 

したがって、原告Ｘ１が東京国税局徴収職員と面接しなかった旨の原告

Ｘ１作成の陳述書及び原告Ｘ１本人尋問の結果並びに証人Ｃの供述中の上

記記述部分ないし供述部分は、いずれも惜信することができない｡ 

そして、証拠（乙１６、証人Ｆ）によれば、原告Ｘ１は本件担保提供書

１の提供者欄及び所有者欄並びに本件承諾書の設定者欄にそれぞれ署名押

印したものと認められ、前記認定事実（２）イ、ウのとおり、本件担保提

供書１及び本件承諾書に添付されている別紙不動産目録には原告Ｘ１の実

印による契印がされていることからすれば、本件担保提供書１及び本件承

諾書に別紙不動産目録が添付されておらず原告Ｘ１が別紙不動産目録の存

在を認識していなかったと認めることもできない。 

したがって、原告Ｘ１の上記主張は採用できない。 

（３） 以上によれば、本件担保提供書１及び本件承諾書はいずれも真正に成立

したものと認められ、この本件担保提供書１等によれば、原告Ｘ１は、本

件滞納国税の担保として本件各土地に抵当権を設定することを承諾したも

のと優に認定できるというべきである。 

３ 争点２（原告会社は本件滞納国税について保証したか否か）について 

（１） 前記前提事実（４）オ、カのとおり、本件担保提供書３には、Ａが本件

滞納国税の人的担保として原告会社を提供し、原告会社は保証人となるこ

とを承諾する旨記載され、本件納税保証書２には、原告会社がＡの本件滞
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納国税を保証する旨記載されているところ、前記認定事実（２）カ、キの

とおり、本件担保提供書３及び本件納税保証書２の原告会社の印影は原告

会社の実印によるものであることからすれば、本件担保提供書３及び本件

納税保証書２は、いずれも真正に成立したものと推定される。 

（２） これに対し、原告会社は、本件担保提供書３及び本件納税保証書２に記

載された原告会社の住所、会社名、代表取締役の文字は代表取締役である

原告Ｘ１の筆跡ではなく、それらの書類は原告会社の業務の執行として作

成されたものではない旨主張し、原告Ｘ１作成の陳述書、原告Ｘ１本人尋

問の結果及び証人Ｃの供述中にはこれに沿う部分がある。 

この点、確かに、前記認定事実（２）カ、キのとおり、本件担保提供書

３及び本件納税保証書２の原告会社の名称及び所在地並びに代表取締役で

ある原告Ｘ１の氏名は、いずれもＣが記載したものであって、原告会社の

代表取締役である原告Ｘ１自身が記載したものではない。 

しかしながら、前記認定事実（１）のとおり、原告Ｘ１は、平成１３年

１０月４日には、原告Ｘ１及び原告会社はＡの納税について納税保証書を

提出する旨の本件誓約書を作成したこと、前示のとおり、平成１３年１０

月１２日に東京国税局職員と面接した際に原告Ｘ１は同職員と直接面接し

なかった旨の原告Ｘ１作成の陳述書の記述部分及び原告Ｘ１本人尋問の結

果中の供述部分並びに証人Ｃの供述部分は、いずれも措信することができ

ず、かえって、証拠（乙１６、証人Ｆ）によれば、原告Ｘ１はＣとともに

東京国税局職員と面接しており、原告Ｘ１が本件担保提供書３及び本件納

税保証書２に原告会社の実印を押印したものと認められ、このことからす

れば、本件担保提供書３及び本件納税保証書２が原告会社の代表取締役で

あった原告Ｘ１の意思に基づかずに作成されたものと認めることはできな

い。 

したがって、原告会社の上記主張は採用できない。 
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（３） 以上によれば、本件担保提供書３及び本件納税保証書２はいずれも真正

に成立したものと認められ、この本件担保提供書３等によれば、原告会社

は、本件滞納国税について保証したものと認められる。 

（４） なお、原告会社は、原告会社が納税保証を承諾する旨の平成１３年１０

月５日付け取締役会議事録は、何者かによって偽造された内容虚偽の文書

であるとして、本件滞納国税を保証する旨の原告会社の取締役会決議が存

在しない旨主張する。 

しかしながら、代表取締役が取締役会の決議を経てすることを要する対

外的な個々的取引行為を取締役会の決議を経ないでした場合でも、その取

引行為は内部的意思決定を欠くに止まるから、原則として有効であり、た

だ、取引の相手方が取締役会の決議を経ていないことを知り又は知り得べ

かりしときに限って無効であると解するのが相当であるところ（最高裁判

所昭和４０年９月２２日第三小法廷判決･民集１９巻６号１６５６頁参照）、

本件において、本件滞納国税を保証する旨の原告会社の取締役会決議が存

在しなかったとしても、東京国税局徴収職員がそのことについて知り又は

知り得べかりし事情があったとは認められないから、原告会社の上記主張

は理由がない。 

第４ 結論 

よって、原告Ｘ１及び原告会社の本訴請求は、いずれも理由がないから棄却

することとし、訴訟費用の負担につき民訴法６１条、６５条１項ただし書を適

用して、主文のとおり判決する。 
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